
(7) 下水道事業（個別排水処理施設）
① 施設及び業務概況に関する調（個別排水処理施設） ②損益計算書（個別排水処理施設） ③費用構成表（個別排水処理施設）

団体名 団体名
項目 項目 項目
1 建設事業開始年月日 H11.12.15 1 総収益 (B)+(C)+(G) (A) 7,318 1 (1) 基本給 0
2 供用開始年月日 H12.2.10  (1) 営業収益 (B) 6,161 職 (2) 手当（※通勤手当は税抜き） 0
3 法適用年月日 H12.4.1     ア 下水道使用料 6,161 員 (3) 賃金 0
4 下水道事業実施状況 40     イ 受託工事収益 0 給 (4) 退職給与金 0
5 適用区分 1     ウ その他営業収益 0 与 (5) 法定福利費 0
6 管理者 2  (2) 営業外収益 (C) 1,157 費 (6) 計 0
7 (1) 行政区域内人口 (人) 18,489     ア 受取利息及び配当金 0  2 支払利息 1,157
普 (2) 市街地人口 (人) 0     イ 受託工事収益 0 (1) 企業債利息 1,157
及 (3) 全体計画人口 (人) 604     ウ 国庫補助金 0 (2) 一時借入金利息 0
状 (4) 現在排水区域内人口 (人) 535     エ 都道府県補助金 0 (3) 他会計借入金等利息 0
況 (5) 現在処理区域内人口 (人) 535     オ 他会計補助金 1,157  3 減価償却費 2,100

(6) 現在水洗便所設置済人口 (人) 535     カ 雑収益 0  4 動力費 0
(7) 行政区域面積 (ha) 7,276 2 総費用 (E)+(F)+(H) (D) 8,717  5 光熱水費 0
(8) 市街地面積 (ha) 0  (1) 営業費用 (E) 7,560  6 通信運搬費 21
(9) 全体計画面積 (ha) 5,991     ア 浄化槽費 5,047  7 修繕費 353
(10) 現在排水区域面積 (ha) 5,991     イ 受託工事費 0  8 材料費 0
(11) 現在処理区域面積 (ha) 5,991     ウ 業務費 0  9 薬品費 212

8 (1) 総事業費(税込み)(千円) 133,500     エ 総係費 0 10 路面復旧費 0
事 同 0     オ 減価償却費 2,100 11 委託料 3,605
業 上 イ 企業債 (千円) 96,000     カ 資産減耗費 413 12 その他 1,269
費 財 ウ 分担金(千円) 0     キ その他営業費用 0 13 費用合計 8,717

源 エ その他 (千円) 37,500  (2) 営業外費用 (F) 1,157 14 年間延職員数（人） 0
内 ア 浄化槽費(千円) 119,185     ア 支払利息 1,157 給 年度末職員数（人） 0
訳 イ その他 (千円) 14,315     イ 企業債取扱諸費 0 与 基本給 0

(2) 補助対象事業費 (税込み) (千円) 0     ウ 受託工事費 0 に 給料 0
9 (1) 浄化槽設置基数（基） 140     エ 繰延勘定償却 0 関 内訳 扶養手当 0
浄 内 ア 高度処理 (基) 140     オ その他営業外費用 0 す 地域手当 0
化 訳 イ 高級処理 (基) 0 3 経常利益 (B+C)-(E+F) 0 る 手当 0
槽 (2) 計画処理能力 (ｍ3/日) 196 4 経常損失(△) 1,399 調 時間外勤務手当 0

(3) 現在処理能力（ｍ3/日） 196 5 特別利益 (G) 0 内訳 特殊勤務手当 0
(4) 現在平均処理水量 (ｍ3/日) 115  (1) 他会計繰入金 0 期末勤勉手当 0
(5) 年間総処理水量 (ｍ3) 41,986  (2) 固定資産売却益 0 その他 0
うち 汚水処理水量 (ｍ3) 41,986  (3) その他 0 計 0
(6) 年間有収水量 (ｍ3) 41,986 6 特別損失 (H) 0 延年齢（歳） 0
(7) 汚泥処理能力 ア 汚泥量 (ｍ3/日) 0  (1) 職員給与費 0 延経験年数（年） 0

イ 含水率 (％) 0  (2) その他 0 15 退職手当支出額 0
(8) 年間総汚泥処分量 (ｍ3) 0 7 純利益 (A)-(D) 0 収益的支出分 0

10 (1) 損益勘定所属職員 0 8 純損失(△) 1,399 内訳 資本的支出分 0
職 内 ウ 浄化槽部門（人） 0 9 前年度繰越利益剰余金(又は前年度繰越欠損金) -25,074 退職給与引当金取りくずし額 0
員 訳 エ その他総務・管理部門（人） 0 10 当年度未処分利益剰余金（又は当年度未処理欠損金） -26,473 支給対象人員数（人） 0
数 (2) 資本勘定所属職員 0 収益的支出に充てた企業債 0 延支給月数（月） 0
(人)計 0 収益的支出に充てた他会計借入金 0 延勤続年数（年） 0
（注１）４「下水道事業実施状況」は同一団体において行っている 他会計繰入金合計 1,157 職員一人当たり平均給与 0
　　　下水道事業で供用を開始しているものを表し、法適用企業  (1) 繰出基準に基づく繰入金 1,157 退職手当平均支給月数 0
　　　数を十の位、法非適用企業数を一の位に表示している。  (2) 繰出基準以外の繰入金 0 16 受託工事費 0
（注２）５「適用区分」は､｢条例全部｣…1､｢条例財務｣…2を示す。     ア 繰出基準に基づく事由に係る上乗せ繰入 0 17 附帯事業費 0
（注３）６「管理者」は､｢設置｣…1､｢非設置｣…2を示す。     イ 繰出基準の事由以外の繰入 0 18 材料及び不用品売却減価 0

収益的収入（税抜き） 7,318 19 経常費用 8,717
収益的収入（税込み） 7,626 0
収益的支出（税抜き） 8,717 基準額 1,157
収益的支出（税込み） 8,960 実繰入金 1,157

還付消費税及び地方消費税額 0
確定消費税及び地方消費税額 65
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団体名

1.(4)退職給与金のうち、退職給与引当金への計上額
企業債利息に対
して繰入れたも
の



④賃借対照表（個別排水処理施設） ④賃借対照表（個別排水処理施設）　

団体名 団体名

項目 項目

1 固定資産 76,274 8 資本金 85,438

  (1) 有形固定資産 76,274   (1) 自己資本金 7,768

    ア 土地 0     ア 固有資本金（引継資本金） 0

    イ 償却資産 109,100     イ 再評価組入資本金 0

    ウ 減価償却累計額（△） 32,826     ウ 繰入資本金 7,768

    エ 建設仮勘定 0     工 組入資本金（造成資本金） 0

  (2) 無形固定資産 0   (2) 借入資本金 77,670

  (3) 投資 0     ア 企業債 77,670

0     イ 他会計借入金 0

0 9 剰余金 8,452

0   (1) 資本剰余金 34,925

0     ア 国庫補助金 0

0     イ 都道府県補助金 0

0     ウ 工事負担金 0

0     工 再評価積立金 0

2 流動資産 17,794     オ その他 34,925

  (1) 現金及び預金 17,166   (2) 利益剰余金 -26,473

  (2) 未収金 628     ア 減債積立金 0

  (3) 貯蔵品 0     イ 利益積立金 0

  (4) 短期有価証券 0     ウ 建設改良積立金 0

0     エ その他積立金 0

0     オ 当年度未処分利益剰余金 0

0        当年度未処理欠損金（△） 26,473

3 繰延勘定 0          うち当年度純利益 0

4 資産合計 94,068          うち当年度純損失（△） 1,399

5 固定負債 0 10 資本合計 93,890

  (1) 企業債 0 11 負債・資本合計 94,068

  (2) 他会計借入金 0 12 不良債務 0

  (3) 引当金 0 13 実質資金不足額 0

0 再 経常利益 0

0 掲 経常損失（△） 1,399

  (4) その他 0

6 流動負債 178

  (1) 一時借入金 0

  (2) 未払金及び未払費用 178

  (3) その他 0

7 負債合計 178
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⑤資本的収支に関する調（個別排水処理施設） ⑤資本的収支に関する調（個別排水処理施設） ⑥企業債に関する調（個別排水処理施設）
団体名 団体名 団体名

項目 項目 項目
(1) 企業債 0 浄化槽費 0 １ 企業債現在高 77,670

1 ア 建設改良のための企業債 0 建設利息 0 2 (1) 政府資金 財政融資 67,512
イ その他 0 その他 0 郵便貯金 0

資 (2) 他会計出資金 578 建設改良費のうち用地取得費 0 簡易生命保険 0
(3) 他会計負担金 0 上記の 補助対象事業分 0 内 (2) 地方公営企業等金融機構 10,158

本 (4) 他会計借入金 0 内  訳 単独事業分 0 (3) 市中銀行 0
(5) 他会計補助金 0 上記用地取得費のうち先行取得用地分 0 (4) 市中銀行以外の金融機関 0

的 (6) 固定資産売却代金 0 取得用地面積（㎡） 0 (5) 市場公募債 0
(7) 国庫補助金 0 上記の 補助対象事業分（㎡） 0 訳 (6) 共済組合 0

収 (8) 都道府県補助金 0 内  訳 単独事業分（㎡） 0 (7) 政府保証付外債 0
(9) 工事負担金 0 0 (8) 交付公債 0

入 (10) その他 0 建設改良費の翌年度への繰越額 0 (9) その他 0
(11) 計 (1)～(10) 578 上記の 補助対象事業分 0 3 (1) 起債前借 0

0 内  訳 単独事業分 0 利 (2) 1.0％未満 16,604
(13) 前年度同意等債で今年度収入分 0 継続費逓次繰越額 0 (3) 1.0％以上2.0％未満 52,079
(14) 純計 (11)－(12)－(13) 578 繰越額 建設改良繰越額 0 率 (4) 2.0％以上3.0％未満 8,987
(1) 建設改良費 0 の内訳 事故繰越繰越額 0 (5) 3.0％以上4.0％未満 0

2 う 職員給与費 0 事業繰越額 0 別 (6) 4.0％以上5.0％未満 0
ち 建設利息 0 建設改良 新増設に関するもの 0 (7) 5.0％以上6.0％未満 0

資 内 補助対象事業費 0 費の内訳 改良に関するもの 0 内 (8) 6.0％以上7.0％未満 0
0 他会計繰入金合計 578 (9) 7.0％以上7.5％未満 0

本 単独事業費 0  (1) 繰出基準に基づく繰入金 0 訳 (10) 7.5％以上8.0％未満 0
訳 0  (2) 繰出基準以外の繰入金 578 (11) 8.0％以上 0

的 企 内 財政融資資金 0 0 (12) 合計 77,670

財 業 地方公共団体金融機構資金 0     イ 繰出基準の事由以外の繰入 578
支 債 訳 その他 0 0

源 国庫補助金 0 2.(2)イのうち資本費平準化債 0
出 都道府県補助金 0 基準額 0

内 工事負担金 0 実繰入額 578
他会計繰入金 0 基準額 1,157

訳 その他 0 実繰入額 1,735
(2) 企業債償還金 3,485 公営企業借換債にかかるもの 0
う 政府資金に係る繰上償還金分 0 民間資金にかかるもの 0

0  (1) 市中銀行 0
ち その他資金に係る繰上償還金分 0  (2) 市中銀行以外の金融機関 0
ア 建設改良のための企業債 3,485  (3) 市場公募債 0
イ その他 0  (4) その他 0

(3) 他会計からの長期借入金返還額 0 補償金免除繰上償還額（旧資金運用部資金） 0
(4) 他会計への支出金 0 補償金免除繰上償還額（旧公営企業金融公庫資金） 0
(5) その他 0 補償金免除繰上償還額（旧簡易生命保険資金） 0
(6) 計 (1)～(5) 3,485

3 (1) 差額 0
差引 (2) 不足額 (△) 2,907
4 (1) 過年度分損益勘定留保資金 2,907
補 (2) 当年度分損益勘定留保資金 0
て (3) 繰越利益剰余金処分額 0
ん (4) 当年度利益剰余金処分額 0
財 (5) 積立金取りくずし額 0
源 (6) 繰越工事資金 0

(7) その他 0
    うち消費税等資本的収支調整額 0
(8) 計 (1)～(7) 2,907

5 補てん財源不足額 (△) 0
6 当年度同意等債で未借入又は未発行の額 0

期状 1 固定資産 78,864
首 2 流動資産 19,672
資況 3 うち未収金 160
産 4 自己資本金 7,190
等調 5 剰余金 10,026

6 負債・資本合計 98,536
行実投資額(税込み) 0
政績財内国費 0
投調源訳都道府県費 0
資 市町村費 0

地方公共団体金融機構資金に係る繰上償還金分
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補助対象事業費に対する財源としての企業債

単独事業費に対する財源としての企業債
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(12) うち翌年度へ繰越される支出の財源充当額

1　資本的収入
（1）企業債
　イ　その他
　　のうち

2　資本的支出
（2）企業債償還金

　　のうち

＜繰入再掲＞企業債元利償還
金に対して繰入れたもの

三 春 町

上記取得用地面積のうち先行取得用地面積 (㎡)

    ア 繰出基準に基づく事由に係る上乗せ繰入

企業債償還に対して繰入
れたもの

建設改良費の内訳

1.(1)イのうち資本費平準化債



⑦ 職種別給与に関する調（個別排水処理施設） ⑧経営分析に関する調（その１）（個別排水処理施設） ⑧経営分析に関する調（その２）　（個別排水処理施設）

団体名 団体名 団体名

項目 項目 項目

年間延職員数（人） 0 (1) ア 職員給与費 0 1 (1) 使用料対象経費 ア 段階区分 3

(1) 年度末職員数（人） 0 浄 イ 動力費 0 下 イ 算入率 0.0

事 基本給 0 化    うち電気料 0 水 (2) 使用料体系 4

手当 0 槽 ウ 修繕費 353 道 (3) ア 水量ランク数 0

務 時間外勤務手当 0 費 エ 材料費 0 使 累 0

内 特殊勤務手当 0 オ 薬品費 212 用 進 0

職 訳 期末勤勉手当 0 1 カ 委託料 3,605 料 制 エ 累進度 0

その他 0 キ その他 877 (4) 徴収時期 2

員 計 0 維 計（ア～キ） 5,047 (5) 徴収方法 ア 納付方法 2,3

延年齢（歳） 0 内 汚水処理費 5,047 イ 委託状況 4

延経験年数（年） 0 持 訳 その他 0 (6) 現行使用料施行年月日 H11.6.22

年間延職員数（人） 0 (2) ア 職員給与費 0 (7) 前回使用料改定年月日 －

(2) 年度末職員数（人） 0 管 そ イ 委託料 0 (8) ア 一般家庭用20ｍ3/月(円) 2,835

技 基本給 0 の ウ その他 413 現 イ 業務用100ｍ3/月(円) 0

手当 0 理 他 計（ア～ウ） 413 行 ウ 業務用500ｍ3/月(円) 0

術 時間外勤務手当 0 内 汚水処理費 413 使 エ 業務用1,000ｍ3/月(円) 0

内 特殊勤務手当 0 費 訳 その他 0 用 オ 業務用5,000ｍ3/月(円) 0

職 訳 期末勤勉手当 0 合計 (1)+(2) 5,460 料 カ 業務用10,000ｍ3/月(円) 0

その他 0 汚水処理費 5,460 (9) ア 20ｍ3/月以下 0

員 計 0 高度処理費 0 規 イ 21ｍ3/月～100ｍ3/月 41,986

延年齢（歳） 0 その他 0 模 ウ 101ｍ3/月～200ｍ3/月 0

延経験年数（年） 0 (1) 企業債等利息等 1,207 別 エ 201ｍ3/月～500ｍ3/月 0

年間延職員数（人） 0 内 汚水処理費 0 水 オ 501ｍ3/月～1,000ｍ3/月 0

(3) 年度末職員数（人） 0 2 訳 高度処理費 0 料 カ 1,001ｍ3/月～5,000ｍ3/月 0

技 基本給 0 資 高資本費対策経費 0 (㎥) キ 5,001ｍ3/月～10,000ｍ3/月 0

手当 0 分流式下水道に要する経費 772 ク 10,001ｍ3/月以上 0

能 時間外勤務手当 0 本 その他 385 (10)使用料改定 ア 実質使用 一般家庭用(%) 0.0

内 特殊勤務手当 0 (2) 減価償却費 2,100    料改定率 平均(%) 0.0

職 訳 期末勤勉手当 0 費 内 汚水処理費 2,100 イ 使用料算定期間(年) －

その他 0 訳 高度処理費 0 (11)消費税及び地方消費税の転嫁状況 1

員 計 0 高資本費対策経費 0 2 (1) ア 分担金採用年月日 H11.6.22

延年齢（歳） 0 分流式下水道に要する経費 0 工 イ 負担率 (ｱ) 省令･条例(%) 0.0

延経験年数（年） 0 その他 0 事 分 (ｲ) 実質(%) 0.0

年間延職員数（人） 0 (3) 企業債取扱諸費等 0 負 ウ 年賦期間(年) －

(4) 年度末職員数（人） 0 合計 (1)+(2)+(3) 3,257 担 担 エ ㎡当たり単価(円/㎡) 0

そ 基本給 0 内 汚水処理費 2,100 金 オ 戸当たり単価(円/戸) 250,000

手当 0 訳 高度処理費 0 金 カ 現行単価施行年月日 H11.6.22

の 時間外勤務手当 0 高資本費対策経費 0 キ 当年度徴収額(千円) 0

内 特殊勤務手当 0 分流式下水道に要する経費 772 (2) その他の負担金当年度徴収額(千円） 0

他 訳 期末勤勉手当 0 その他 385 (3) 工事負担金当年度徴収額計(千円) 0

その他 0 費用総合計 8,717 3 建設中施設の企業債償還金(千円) 0

計 0 内 汚水処理費 7,560   ※表中1.(1).ｱ｢段階区分｣は､｢維持管理費､資本費の全部｣…1  

延年齢（歳） 0 訳 その他 1,157   　｢維持管理費の全部､資本費の一部｣…2 

延経験年数（年） 0 3 企業債償還金等 3,485   　｢維持管理費の全部｣…3  ｢維持管理費の一部｣…4を示す｡

年間延職員数（人） 0 内 汚水処理費 3,485 　※表中1.(2)｢使用料体系｣は､｢水道料金比例制｣…1､｢従量制｣…2､

計 年度末職員数（人） 0 訳 雨水処理費 0 　　｢累進制｣…3､｢定額制｣…4､｢水質使用料制｣…5､｢その他｣…6を示す。

(1) 基本給 0 その他 0 　※表中1.(4)｢徴収時期｣は､｢毎月｣…1､｢隔月｣…2､｢その他｣…3を

手当 0 　　示す。

～ 時間外勤務手当 0 　※表中1.(5).ｱ｢納付方法｣は､｢集金制｣…1､｢納付制｣…2

内 特殊勤務手当 0 　　｢口座振替制｣…3を示す。

(4) 訳 期末勤勉手当 0 　※表中1.(5).ｲ｢委託状況｣は､｢直営｣…1､｢団体内部委託｣…2､

その他 0 　　｢他団体委託｣…3､｢その他委託｣…4を示す。

計 0 　※表中1.(11)｢消費税及び地方消費税の転嫁状況｣は､｢外税転嫁｣…1

延年齢（歳） 0 　　｢内税転嫁｣…2､｢一部転嫁｣…3､｢未転嫁｣…4を示す。

延経験年数（年） 0

 基内 給料 0

 本 扶養手当 0

 給訳 調整手当 0

別
掲

資
本
費

三 春 町 三 春 町 三 春 町

イ 最低ランク水量の１ｍ3超過使用料(円/ｍ3)

ウ 最高ランク水量の１ｍ3超過使用料(円/ｍ3)

合
計
の
内
訳



⑨繰入金に関する調べ（個別排水処理施設） ⑩その他（個別排水処理施設）
団体名 団体名

項目 項目
(1) ア 他会計補助金 基準額 1,157 １　企業債償還金総合計 3,485

1 営 実繰入額 1,157 1,161
収 業   (ｱ) 水質規制費 基準額 0 0
益 外 実繰入額 0 0
勘 収   (ｲ) 水洗便所等普及費 基準額 0 0
定 益 実繰入額 0 0
繰   (ｳ) 高度処理費(用地に係る 基準額 0 0
入       元金償還金以外のもの） 実繰入額 0 1,157
金 　(ｴ) 高資本費対策経費 基準額 0 385

実繰入額 0 0
  (ｵ) 基礎年金拠出金公的負担 基準額 0 0
      経費 実繰入額 0 0
  (ｶ) 災害復旧費 基準額 0 3,485

実繰入額 0 弾力運用分等分 (千円) 1,161
0 ３ 資本費平準化債収入分 (千円) 0
0 ③ 借換債収入分 (千円) 0

  (ｷ) 個別排水処理事業に 基準額 385 ⑤ 繰上償還分 (千円) 0
 要する経費 実繰入額 385 表 1,157

  (ｸ) 分流式下水道等に 基準額 772 弾力運用分等分 (千円) 385
 要する経費 実繰入額 772 資本費平準化債収入分 (千円) 0

  (ｹ) 児童手当及び子ども手当に 基準額 0
 要する経費 実繰入額 0

  (ｺ) その他 基準額 0
実繰入額 0

(2)特別 ア 他会計繰入金 実繰入額 0
   利益 イ その他 実繰入額 0
(1) 他会計出資金 実繰入額 578

2    ア その他 実繰入額 578
資 (2) 他会計補助金 基準額 0
本 実繰入額 0
勘 ア 資本勘定他会計補助金等 基準額 0
定 実繰入額 0
繰 イ 災害復旧費 基準額 0
入 実繰入額 0
金 ウ その他 実繰入額 0
3 繰入金計 基準額 1,157

実繰入額 1,735
4 実繰入額が基 収益勘定 営業外収益 他会計補助金 0
準額を超える部 特別利益 他会計繰入金 0
分及び「その他 資本勘定繰入金 他会計出資金 578
」実繰入額 他会計補助金 0

合計 578
5 収益勘定他会計 繰出基準等に基づくもの 0
  借入金 その他 0
6 資本勘定他会計 繰出基準等に基づくもの 0
  借入金 その他 0
7 基準外繰入合計 578
8 高度処理費の内訳 維持管理費分 基準額 0

実繰入額 0
資本費分 基準額 0

実繰入額 0
9 その他実繰入額のうち一般会計が負担すべきもの 0
10 資本勘定 高度処理費 基準額 0
   他会計補 (用地に係る元金償還金) 実繰入額 0
   助金等の 個別排水処理事業に要する 基準額 0
   うち 経費 実繰入額 0

分流式下水道等に要する 基準額 0
経費(用地に係る元金償還金） 実繰入額 0

汚
水
に
係
る
元
利
償
還
金

企業債償還金のうち汚水に係る分(千円)

企業債利息等のうち汚水に係る分(千円)

２　企業債利息総合計

う
ち

臨時措置分(千円)
枠外債等分 (千円)
資本費平準化債（～Ｈ15）分（千円）

資本費平準化債（Ｈ16～）分（千円）

三 春 町 三 春 町

決
算
年
度
（

Ｎ
）

う
ち

臨時措置分(千円)
枠外債等分 (千円)
借換債収入分(千円)
資本費平準化債（～Ｈ15）分（千円）

資本費平準化債（Ｈ16～）分（千円）

繰上償還分（千円）


